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○今回の決算のポイントについて、ご説明いたします。

○2018年度第２四半期決算は、連結・個別ともに増収減益となりました。

○収入面・支出面は、記載のとおりでございますが、電気料金値下げによる収入減、火
力発電所の停止による燃料費の差替えなどに伴う費用の増加、更には、台風21号
に伴う特別損失の計上など、一時的な減益影響が重なり、経常利益、当期純利益
は前年同期と比べて減益となりました。

○2018年度の中間配当につきましては、9月18日公表の配当予想と同じく１株あたり
25円としました。

○2018年度の業績予想・期末配当予想につきましては、9月18日公表時点から
変更しておりません。
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○今回の決算概要について、ご説明いたします。

○連結売上高につきましては、電気事業において、電灯電力料収入は減少したものの、
地帯間・他社販売電力料が増加したことに加え、ガス・その他エネルギー事業や情報
通信事業の売上高が増加したことなどから、前年同期に比べて620億円増加し、
1兆6,106億円となりました。

○一方、経常費用につきましては、原子力プラントの運転再開による費用の減少があっ
たものの、燃料価格の上昇や販売電力量および地帯間・他社販売電力量の増加に
伴う費用の増加などから、前年同期に比べて増加しました。
加えて、台風２１号により被害を受けた設備の復旧費用などを特別損失に計上
しました。

○この結果、連結経常利益は前年同期に比べて400億円減少し、1,177億円と
なりました。
また、連結四半期純利益は前年同期に比べて424億円減少し、727億円となり
ました。

○連結ベースの有利子負債残高は、前年度末に比べて1,439億円増加し、
3兆8,521億円、自己資本比率は0.5%上昇し、21.3%となりました。
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○個別決算における主要データについて、ご説明いたします。

○販売電力量につきましては、電力分野で契約電力が増加したことなどから、
前年同期に比べて19億kWh増加し、588億kWhとなりました。

○地帯間・他社販売電力量につきましては、前年同期に比べて27億kWh増加し、
63億kWhとなりました。

○原子力利用率につきましては、原子力プラントの再稼動により、前年同期に比べて
29.2％高い、47.5％となりました。

○出水率につきましては、前年同期に比べて15.0％高い、112.1％となりました。

○全日本通関原油ＣＩＦ価格につきましては、前年同期に比べて１バレル当たり
22.4ドル上昇し、73.8ドルとなりました。

○為替レートにつきましては、前年同期に比べて1円円高の1ドル110円となりました。

○金利につきましては、前年同期に比べて0.03％上昇し、1.00％となりました。
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○個別決算における経常収益・費用の増減について、ご説明いたします。

○経常収益につきましては、電気料金値下げなどにより電灯電力料収入は減少した

ものの、地帯間・他社販売電力料が増加したことなどから、前年同期に比べて

479億円増加し、1兆4,050億円となりました。

○経常費用につきましては、原子力プラントの運転再開による費用の減少があった

ものの、燃料価格の上昇や販売電力量および地帯間・他社販売電力量の増加に

伴う費用の増加などから、前年同期に比べて931億円増加し、1兆3,225億円

となりました。

○以上により、経常利益は前年同期に比べて451億円減少し、825億円となりました。
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○連結決算における経常収益･費用について、ご説明いたします。

○経常収益につきましては、電気事業の増収に加え、ガス・その他エネルギー事業や
情報通信事業の売上高が増加したことなどから、前年同期に比べて813億円増加し、
1兆6,466億円となりました。

○経常費用につきましては、原子力プラントの運転再開による費用の減少があった
ものの、燃料価格の上昇や販売電力量および地帯間・他社販売電力量の増加に
伴う費用の増加などから、前年同期に比べて1,214億円増加し、1兆5,288億円
となりました。

○以上により、経常利益は前年同期に比べて400億円減少し、1,177億円となりまし
た。
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○セグメント別の決算概要について、ご説明いたします。

○電気事業につきましては、販売電力量および地帯間・他社販売電力量が増加した
ことなどから、外販売上高が増加したものの、燃料価格の上昇や販売電力量および
地帯間・他社販売電力量の増加に伴う費用の増加などから、営業利益は前年同期
に比べて508億円減少し、822億円となりました。

○ガス・その他エネルギー事業につきましては、ガス販売量が増加したことや、ガス販売
価格が上昇したことなどから、外販売上高は増加したものの、子会社における利益が
減少したことなどから、営業損失は前年同期に比べて48億円増加し、9億円となりま
した。

○情報通信事業につきましては、FTTHサービス・MVNO・電力小売サービスの加入者
が拡大していることなどから、外販売上高が増加、営業利益は前年同期に比べて
26億円増加し、158億円となりました。

○その他につきましては、営業利益は前年同期に比べて11億円増加し、107億円
となりました。
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○連結決算における貸借対照表の増減について、ご説明いたします。

○資産につきましては、「原子力発電施設解体引当金に関する省令」が改正されたこと
に伴い、資産除去債務相当資産が増加したことに加え、売掛金が増加したことなど
から、前年度末に比べて1,649億円増加し、7兆1,500億円となりました。

○負債につきましては、資産と同じ理由により資産除去債務が増加したことなどから、
前年度末に比べて979億円増加し、5兆6,102億円となりました。

○純資産は、期末配当金の支払いなどによる減少があったものの、親会社株主に帰属
する四半期純利益を727億円計上したことなどから、前年度末に比べて670億円
増加し、1兆5,398億円となりました。
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○2018年度の業績予想について、ご説明いたします。

○2018年度の業績予想・期末配当予想につきましては、9月18日公表時点から
変更しておりません。
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